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Abstract 
Beam diagnostics for electron bunch length using spectrum analysis of multimode terahertz (THz) -wave have been 

studied in ISIR, Osaka University. The multimode THz-wave was generated by coherent Cherenkov radiation (CCR) 
using hollow dielectric tubes and femtosecond/picosecond electron bunches. In this study, numerical calculation of 
acceleration and deceleration of electron beam using multimode THz-wave was carried out. 

 

1. はじめに 
フェムト秒・ピコ秒領域の超短パルス電子ビーム

[1,2]は、自由電子レーザー、レーザーコンプトン X
線発生、パルスラジオリシス[3]等の加速器物理、物
理化学の研究に応用されている。一方では、1 ps の
逆数は 1 THz に相当するため、超短パルス電子ビー
ムは、テラヘルツ領域の電磁波生成にも利用されて
いる[4,5,6]。同時に、より短いパルス幅を持つ電子
ビームは、電子ビームの分布をフーリエ変換するこ
とにより得られるバンチ形状因子[4]の観点から、よ
り高帯域のテラヘルツ波を生成できることが知られ
ている。更に、パルス幅よりも長波長の電磁波を放
射する場合は、位相の揃った(コヒーレントな)放射
が可能となり、電磁波の強度は電子数(例えば、電荷
量 1 nC の場合、電子数：109個)の 2 乗に比例する高
強度な放射が可能となる。 

これまでに、阪大産研では、ビーム診断技術開発
の一環として、誘電体管と電子ビームを用いてテラ
ヘルツ波を扱うコヒーレントチェレンコフ放射
(coherent Cherenkov radiation, CCR)と呼ばれる手法に
ついても研究が行われきた。CCR では 0.4 THz 程度
の単色[5]のみならず多モード[6]のテラヘルツ波発生
が報告されている。このような電子ビームによるテ
ラヘルツ波発生は、ビーム診断、ポンプ・プローブ
計測、電子ビーム加速等への応用が期待されている。
もし、テラヘルツ電場により、電子ビームを加速で
きれば、新たな加速機構への応用研究へ展開するこ
とが可能である。一方、電子ビームを減速できれば、
効率的な電子ビームのエネルギーロスを助長し、得
られるテラヘルツ波強度の増幅を利用したテラヘル
ツ波光源開発への応用が予想される。これらの現象
は、電子ビームの放射電磁場を、電子ビームの加速

エネルギーとして用いるか電磁波放射を増強するか
の違いがあるが、いずれの場合もエネルギー保存則
に従うと考えられる。 

そこで、本研究では、誘電体管による多モードテ
ラヘルツ波(CCR)と電子ビームとの相互作用におけ
る電磁気学的な理解を目指して、電子ビーム加速・
減速特性を数値計算により研究を行った。 

 

2. 計算体系と解析方法 
図 1 に、計算体系を示す。数値計算は OOPIC 計

算コード(Tech-X Corporation)[7]により行われた。
マップには 1 つの電子ビームが誘起する多モードテ
ラヘルツ波の軸方向電場分布を示す。CCR は、電子
ビームが誘電体(石英)管の中空領域を通過する時に、
外側の導体が電子ビームの発生するチェレンコフ放
射(電場)を管中に閉じ込め、同時に遅波回路として
働く誘電体により多モードのテラヘルツ波(準周期的
電場)を誘起する方法である。また、多モードテラヘ
ルツ波の位相速度は、電子ビームの位相速度と等し
く、進行波のように管中を伝搬する。従って、先行
する(前の)電子ビームが多モードテラヘルツ波を誘
起し、後続する(後の)電子ビームを加速・減速する
ことが可能となる。本研究では、計算パラメータと
して、2 つの電荷量：100 pC/pulse 毎の電子ビームの
遅延時間 td を 25 ps まで変化させて計算を行った。
電子ビームのエネルギー、ビーム径はいずれも 30 
MeV、0.25 mm rms と固定した。また、後続電子
ビームの加速・減速を行う誘電体管の長さについて
も 50 mm と固定し、後続電子ビームが管出口に到達
した時に計算を終了した。その際に、誘電体管の条
件（管内径、肉厚）を固定して電子ビームのパルス
幅を 200, 500, 1000 fs と変化させた場合の後続電子
ビーム加速・減速について計算を行った。逆に、電
子ビームのパルス幅を固定して、誘電体（比誘電率
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ε = 3.8）の肉厚を 0.5 mm に固定し、管内径 a を変化
させた場合の後続電子ビーム加速・減速についても
計算も行った。 
解析では、図 1 からも分かるように、後続の電子

ビームが、先行する電子ビームの誘起する多モード
テラヘルツ波のどこに位置するか(位相関係)は遅延
時間 td に依存するため、後の電子ビームの加速・減
速は、遅延時間 td に依存することが予想される。ま
た、CCR により得られる次数 n の多モードテラヘル
ツ波の周波数 knは、 
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により表されることが理論的[8]・実験的[5,6]に知ら
れている。ここで、高次のモードにも影響されるエ
ネルギーゲイン Egを後の電子ビームと前の電子ビー
ムエネルギーの差と定義し、 

   dnng taE cos  (2) 

のように“波の足し合わせ”を仮定して、周波数
モードの次数 n 毎の強度 an をフィッティングパラ
メータとした。 

 

Figure 1: Geometry in the calculation. 

 

3. 計算結果 

3.1 電子ビームパルス幅の影響 

図 2 に、誘電体管内径 a / 外径= 1 / 1.5 mm に固定
し、電子ビームパルス幅を変化させた場合の、エネ
ルギーゲインの遅延時間 td 依存性を示す。それぞれ
の曲線は表示のためオフセットのみ調整されている。
いずれの電子ビームパルス幅の場合も、エネルギー
ゲインが振動することが分かった。さらに、式(2)を
用いて、それぞれの曲線をフィッティングすること
ができた。短パルス電子ビームはバンチ形状因子[4]
の観点から、高次のモードを誘起することができる
ことが実験的にも知られている[6]。従って、短パル
ス電子ビームを用いた場合は高次のモードの強度 an

が増加し、曲線に歪みが生じた。更に、短パルス幅

の場合は、高次の“波も足しあわされ”、エネル
ギーゲインの最大値も増加することが明らかとなっ
た。 

 

Figure 2: Energy gain as a function of delay time, td, for 
200, 500, and 1000 fs bunch lengths with only the offsets 
adjusted for comparison. The lines denote the fitting 
results using Eq. (2). 

 

3.2 管径の影響 

図 3 に、電子ビームパルス幅を 200 fs に固定し、
誘電体管の管内径 a を変化させた場合の、エネル
ギーゲインの遅延時間 td 依存性を示す。前節と同様
に、オフセットの調整、式(2)を用いた曲線でフィッ
ティングを行った。その結果、細い管内径の場合は、
多モードテラヘルツ電場が増加する[5]ため、エネル
ギーゲインの最大値が増加することが分かった。し
かし、実用上の問題として、管内径は電子ビームの
アクセプタンスを左右するため、実験時はできるだ
け細い管内径を用いる必要があると考えられる。 

 

Figure 3: Energy gain as a function of delay time, td, for 
0.5, 1, and 2 mm inner radii with only the offsets adjusted 
for comparison. The tube wall thickness was a constant of 
0.5 mm. The lines denote the fitting results using Eq. (2). 
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3.3 電子ビーム分布 

図 3 に、本研究のパラメータで最大エネルギーゲ
インとなった場合の電子ビーム分布を示す。計算条
件は、電子ビームパルス幅：200 fs、管内径：0.5 
mm、管肉厚：0.5 mm であった。後の電子ビームエ
ネルギーと前の電子ビームエネルギーの差であるエ
ネルギーゲイン Eg は 0.3 MeV と得られたが、初期
のビームエネルギー：30 MeV を考慮すると、正味
の加速エネルギーは 0.1 MeV と減少した。この理由
は、短パルス電子ビームほど自分自身の電場により
減速するためであることが、計算により分かった。
従って、加速を効率的に行う場合は、細い管内径、
短パルス電子ビームのみならず、前と後のビーム電
荷量比率等も最適化が必要であると考えられる。今
後、2 つの電子ビーム発生[9]や多モードテラヘルツ
波の基礎的な理解[10]を行うと同時に加速・減速の
実証を目指す。 

 

Figure 4: (a) Distribution of electron beams. The 
conditions of 200 fs bunch length and 0.5 mm inner 
radius were used in the calculation. 

 

4. まとめ 
誘電体管による多モードテラヘルツ波と電子ビー

ムとの相互作用における電磁気学的な理解を目指し
て、電子ビーム加速・減速について数値計算を行っ
た。エネルギーゲインは、電子ビームパルス幅、管
径、ビーム遅延時間、電荷量に依存した。前のビー
ム：100 pC、後のビーム：100 pC の電荷量、電子
ビームパルス幅：200 fs、管内径：0.5 mm、管肉
厚：0.5 mm の時、エネルギーゲイン Eg：0.3 MeV と
得られた。しかし、正味の加速エネルギーは 0.1 
MeV と減少した。今後、多モードテラヘルツ波の基
礎・応用研究（時間領域の多モードテラヘルツ波の
分光、管・電子ビームの最適化、ビーム加速による
加速構造への検討・減速によるテラヘルツ波増幅の
検証）へ展開する。 
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